
自然と共生するエコタウンの構築

○分別収集によるリサイクル活動……40,251
●不法投棄防止パトロール委託 …………600
●環境保全対策 …………………………2,100
○松合・白壁土蔵群の街なみ環境整備 9,464

安定した生活・産業のインフラ整備

○地籍調査………………………………32,414
○道路改良 ……………………………870,149
○ＪＲ松橋駅周辺開発等調査…………20,000
●新幹線駅誘致促進……………………15,000
○花のまちづくり推進…………………18,051
○総合行政システムの運用……………16,471
○南新田団地屋根補強工事……………14,148
○両仲間団地屋根補強工事……………18,000
●古氷団地屋根補強工事 ………………7,665
●両仲間団地水洗化工事………………24,640
○小川地区上水道拡張 ………………247,640
●公共下水道(松橋・不知火･小川） 818,436
●松合特定環境保全公共下水道………82,800
○米生産数量調整 ………………………9,569
○農業生産総合対策……………………19,461
○経営構造対策…………………………94,837
○農業振興………………………………37,050
○中山間地域等直接支払交付金………63,132
○水産業振興……………………………11,040
○地域水産物供給基盤整備 …………156,418
○漁港漁業集落環境整備 ……………249,979
○中小企業短期資金融資………………40,000
○戸馳花の学校…………………………38,470
○観光施設管理…………………………22,557

安全で安心できるライフサポート

●防火水槽設置工事……………………18,000
●消防署用地造成工事…………………11,000
●消防格納庫建設工事 …………………8,100
○小型動力ポンプ積載車更新…………15,000
●小型動力ポンプ更新 …………………6,250
●消防用ホース購入 ……………………2,375
●ハザードマップ作成 …………………9,450
●防災行政無線整備 …………………264,359
○漁港海岸保全施設整備 ……………241,312
○ごみの減量化およびごみ収集 ……138,522
○延長保育………………………………70,246
○地域子育て支援センター……………25,981
○農業水路用排水施設工事……………46,050
○放課後児童健全育成…………………25,879
●（同上）２カ所新規開設分 ……………3,372
○特別障害者手当等福祉手当給付……24,879
○重度心身障害者医療費助成 ………120,000
○更生医療費給付………………………55,800
○身体障害者更生援護施設支援 ……180,000
○身体障害者ホームヘルプ支援………24,000
○身体障害者デイサービス支援………12,000
○知的障害者更生援護施設支援 ……312,000
○知的障害者地域生活支援……………18,000
○補装具日常生活用具給付……………30,780
○小規模通所授産施設運営補助金……14,300
○介護予防………………………………29,095
○母子家庭高等職業訓練促進給付金 …1,636
○男女共同参画計画策定 ………………2,700
●病後児保育 ……………………………5,000

ユニークな文化と心とひとづくり

●国際交流 ………………………………2,410
●教育特区………………………………39,146
○外国青年招致…………………………26,028
○小中学校パソコン整備………………25,923
○小川小学校大規模改造………………94,097
●不知火中学校実施設計業務委託……41,859
○統合三角小学校建設 ………………821,547
○スクールバス運行委託料……………11,863
○人権教育対策…………………………17,165
○図書購入………………………………15,900
○公民館…………………………………18,612
○自主文化………………………………16,031
○農村総合整備…………………………90,812
○「広報うき」制作……………………12,456
○庁舎別棟建設 ………………………750,000
○三角支所庁舎建設 …………………295,240
○豊野支所庁舎建設 …………………515,417
●全庁ＩＰ電話対応……………………42,000

白寿へいざなうセルフケアの確立

○40歳以上対象の各種健康診断 …172,754
○集団・個別の各種予防接種など……61,478
○ＢＣＧやレントゲン検査 ……………8,380
○60歳以上高齢者の脳検査（MRI）……45,000
○妊婦や乳幼児対象の各種保健………21,400
●県民体育祭準備委員会負担金 ………3,759
●Ｂ＆Ｇプール修繕工事………………15,807
●当尾グラウンド防球ネット拡張工事 3,000
●松橋プール下水接続工事 ……………3,000
●勤労身体障害者教養文化体育施設工事3,600

Mission…ミッション＝使命・任務。 （単位：千円）
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平
成
18
年
度
は
、

こ
の
よ
う
な
事
業
に
お
金
を
使
い
ま
す
。

こ
こ
で
は
、
第
１
次
宇
城
市
総
合
計
画
の
中
か
ら
主
な
事
業
と
予
算
を
抜
粋
し
、

５
つ
の
協
働
目
標
に
分
け
て
ご
紹
介
し
ま
す
。（
●
は
新
規
事
業
で
す
）。

現
本
庁
舎
は
、
旧
松
橋
町
で
人
口

３
万
５
千
人
を
想
定
し
、
職
員
数
２

２
０
人
と
し
て
建
設
さ
れ
た
庁
舎
で

す
。
現
在
、
土
木
部
は
下
水
道
処
理

場
、
教
育
部
は
不
知
火
支
所
で
執
務

を
し
て
お
り
、
市
民
の
利
便
性
、
執

務
の
観
点
か
ら
も
極
め
て
非
効
率
と

な
っ
て
い
ま
す
。

市
に
な
り
、
人
口
６
万
４
千
人
、

職
員
数
６
６
８
人
、
将
来
の
支
所
機

能
と
職
員
数
を
考
慮
し
て
も
４
０
０

人
の
ス
ペ
ー
ス
が
必
要
で
す
。

そ
こ
で
、
庁
舎
別
棟
を
建
設
し
、

そ
の
１
階
を
複
数
の
会
議
室
、
２
階

お
よ
び
３
階
を
議
会
関
係
の
ス
ペ
ー

ス
と
し
た
多
機
能
施
設
と
し
、
行
政

改
革
を
実
行
す
る
た
め
に
本
庁
部
局

が
集
結
す
る
こ
と
で
、
更
な
る
迅
速

な
市
民
サ
ー
ビ
ス
へ
の
対
応
が
可
能

と
な
り
ま
す
。

建
設
費
は
７
億
５
千
万
円
で
す
が
、

財
源
と
し
て
は
、
可
能
な
限
り
一
般

財
源
（
注
１
）
を
使
わ
な
い
こ
と
を

基
本
と
し
、
合
併
に
よ
る
国
の
補
助

金
や
県
の
交
付
金
お
よ
び
合
併
特
例

債
（
注
２
）
を
活
用
す
る
こ
と
に
し

ま
す
。

こ
の
合
併
に
よ
る
補
助
交
付
金
の

交
付
期
限
が
、
国
の
補
助
金
は
平
成

18
年
度
ま
で
、
県
の
交
付
金
は
平
成

20
年
度
ま
で
と
な
っ
て
い
ま
す
。
平

成
21
年
度
以
降
の
建
設
に
な
る
と
合

併
特
例
債
を
活
用
し
て
も
、
多
く
の

一
般
財
源
が
必
要
と
な
り
ま
す
の
で
、

市
の
財
政
負
担
が
重
く
な
っ
て
き
ま

す
。
し
た
が
っ
て
、
市
の
一
般
財
源

を
必
要
最
小
限
で
建
設
す
る
に
は
、

平
成
18
年
度
し
か
あ
り
ま
せ
ん
。
７

億
５
千
万
円
の
施
設
を
市
の
一
般
財

源
６
３
０
０
万
円
（
今
後
10
年
間
の

償
還
額
）
で
建
て
ら
れ
ま
す
。
ま
た
、

行
政
改
革
を
進
め
る
上
で
も
市
民
サ

ー
ビ
ス
の
向
上
を
図
る
た
め
の
体
制

づ
く
り
が
必
要
で
す
。

（
注
１
）
３
ペ
ー
ジ
「
財
政
用
語
メ

モ
」
参
照
。

（
注
２
）
合
併
特
例
債
は
、
今
後
10

年
間
で
返
済
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

そ
の
返
済
金
の
70
%
は
国
か
ら
交
付

さ
れ
る
地
方
交
付
税
に
算
入
さ
れ
る

た
め
、
残
り
30
%
が
市
が
負
担
す
る

一
般
財
源
で
す
。

庁
舎
別
棟
建
設
の
必
要
性

建
設
費
と
建
設
時
期

市役所の機能と市民サービスの�
向上を目指して�
市役所の機能と市民サービスの�
向上を目指して�

�

財源の種類�

合併国庫補助金�

合併県交付金�

合 併 特 例 債 �

予　算　額�

３億2,950万円�

２億2,550万円�

交付期限�

１億9,500万円�

計� ７億5,000万円�

平成18年度�

平成20年度�

平成26年度�

対　象　事　業�

合併後の市町村が建設計画に基づいて行う地域
内の交流・連携・一体性の強化のために必要な
事業�

合併後の市町村が建設計画に基づいて実施する
事業、または、合併市町村への円滑な移行に資
するための事業等�

合併後の市町村が建設計画に基づいて行う公共
的施設の整備事業のうち、特に必要と認められ
るものに要する経費�

庁舎別棟建設費の財源内訳�


